
            

令和 2年 3月 27日 

       都市計画部長決定 

 

 

新宿区都市開発諸制度の運用の基本方針 

   

「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活用方針（以下「都の活用方針」という。）」

の第８章「都市開発諸制度の運用の基本方針について」を準用する。ただし、以下の項

目については、読み替えて適用する。 

 

１ 育成用途の設定 

 都の活用方針第８章１⑷による育成用途は下表に示すとおりとする。 
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２ 宿泊施設の整備を促進すべきエリア 

都の活用方針第８章２⑴における「区の都市マスタープランなどにおいて都市計画

的位置付けが明確にされた地域で、都市基盤の整った地域」は新宿区都市マスタープ

ランにおける宿泊施設等整備の誘導区分である「創造交流地区」及び「賑わい交流地

区」で、「東京都市計画都市再開発の方針」において「再開発促進地区」若しくは「誘導

地区」として定められているエリアとする。 

 

３ 待機スペースの最低面積（活用方針第８章６⑶②オ） 

 都の活用方針第８章６⑶②オにおける、「一の建築物の待機スペースの面積の合計」

は、原則として１００㎡以上とする。 

 

４ 容積率の割増しに関する基準 

 都の活用方針第８章６⑶②における基準について、次の基準を追加する。 

⑴ 災害情報の提供 

 帰宅困難者に対して災害情報等の提供を行うこと。 

⑵ 備蓄品の確保 

帰宅困難者用向けの３日分の備蓄品を確保すること。なお、３日分の備蓄品とは、

東京都帰宅困難者対策条例第２条第１項に基づく実施計画附則による３日分の飲料

水、食糧、その他災害時に必要な物資とする。 

 

 

 

附則 （令和 2年 3月 27日 31新都都計第 6174号） 

１ この基本方針は、令和２年 3月 27日から施行する。 

２ 施行日前に、既になされた申請の処分又は手続はこの基本方針によってなされた

処分又は手続とみなす。 

３ 「新宿区における防災都市づくりの推進を目的とした都市開発諸制度の運用の基本

方針」（平成 30年 7月 12日 30新都都計第 424号）及び「新宿区における宿泊施設

の整備に着目した都市開発諸制度の運用の基本方針」（平成 30 年 7月 12 日 30 新

都都計第 423号）は廃止する。 


